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要旨 

 

目的 

死亡前の訪問介護の利用が、高齢者の死亡場所に与える影響を検討する。 

 

方法 

2010 年から 2013 年に病死及び自然死で亡くなった介護保険第１号被保険者を対象として、

介護給付費実態調査と人口動態統計死亡票等を用いて Pooled cross sectional study を行っ

た。説明変数は死亡前月の訪問介護の利用であり、被説明変数は在宅死か否かとした。共

変量を調整し、操作変数法で推定した。 

 

結果 

対象は 1,613,391 人だった。死亡前月に訪問介護を使用した場合、非使用と比較して 9.1%

在宅死の確率が上昇した。 

 

結論 

死亡前の訪問介護の利用が、高齢者の在宅死に有用である可能性が示唆された。  
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背景 

世界の大半の地域では、2050 年までに 60 歳以上の人口が全体の四分の一を占めるように

なると推計されている。[1]この人口構造の変化に伴って、多くの国々では高齢者が終末期に

満足感を持ちながら、好きな場所で療養することができるように、介護サービス提供体制の

整備が検討されている。[2, 3]多くの高齢者は住み慣れた自宅で亡くなることを望んでいる。

[4] 高齢者が望む場所で療養して、最期を迎えることができたときに、その高齢者の家族の

満足度が高いことが報告されている。[5]一方で、高齢者の多くは自宅以外の場所で亡くなっ

ている。[6-8]より多くの高齢者が、住み慣れた自宅で亡くなることができるような環境を整

えるための介護サービス提供体制が必要とされている。 

 

日本の高齢者が望む死亡場所と実際 

 2012年に日本政府が 55歳以上の男女に対して実施した意識調査において、回答者の 34.9%

が自宅で療養したいと答え、54.6%が自宅で最期を迎えることを希望していた。[9]これらの

割合は病院や施設を希望する者の割合よりも高かった。従って、一般的に日本の高齢者は自

身の療養場所や最期を迎える場所として自宅を好む傾向がある。一方で、日本国民の実際の

死亡場所は、それらを反映していない。1951 年の時点で死亡者の 82.5%が自宅で亡くなり、

9.1%が病院で亡くなっていた。しかし、2015 年には在宅死の割合は 12.5%まで減少し、80%

以上が自宅以外で最期を迎えるようになった。[6]日本の高齢者が望む死亡場所と実際の死亡

場所には大きな隔たりがある。 
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日本の居宅介護サービス提供体制の概要 

2017 年に政府が行った調査によると、在宅療養をしようとするときに 70%以上の高齢者

が家族に過剰に介護負担をかけてしまうのではないかと危惧している。[10]政府は 2000 年度

より公的介護保険制度を導入し、居宅介護サービスの充実を図っている。それらのサービス

提供によって、高齢者が在宅療養する際の介護者の介護負担軽減を行っている。[11]介護保

険では、40 歳以上の特定疾患に罹患している者(第 2 号被保険者)と 65 歳以上の介護が必要

な高齢者(第 1 号被保険者)が介護サービスを受給することができる。2014 年度まで自己負担

額は一律であり、費用の 10%であった。2015 年 8 月から高所得者については 20%に引き上

げられ[12]、2018 年 8 月からは一部の高所得者は 30％に上昇した。[13]居宅介護サービスに

は、主に訪問介護サービスと訪問看護サービス、訪問リハビリテーションサービス、訪問入

浴サービス、通所介護サービス、通所リハビリテーションサービス、短期入所生活介護サー

ビス、短期入所療養介護サービスが含まれている。 

 

死亡場所に関連する要因についての先行研究 

国外の研究 

Gomes らは、2004 年までに悪性新生物が原因で亡くなった患者の死亡場所に影響を与え

る要因について検討された英語で出版された 58 論文について系統的レビューを行った。そ

の結果、患者の死亡場所と関連する 37 個の要因が見出された。[14]それらを病気要因(Factors 

related to illness)と個人要因(Individual factors)、環境要因(Environmental factors)の 3 カテゴリ

ーに分けて報告した。主な病気要因では、何らかの慢性疾患への罹患や低い身体機能の状態

が在宅死に関連し、一方で非固形がんに罹患している患者は病院で亡くなる傾向があった。
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個人要因では、患者が在宅死を望んでいる場合や高い社会経済状態の患者は自宅で亡くなる

傾向があった。環境要因としては、在宅ケアサービスの利用や非都市部に居住していること、

既婚者で家族や親戚と同居して支援が受けられること、介護者が患者を自宅で看取りたいと

考えていることなどが在宅死に関連すると報告した。一方で、患者の居住地域の入院病床数

が多いことや直近の入院既往がある患者は病院で亡くなる傾向がみられた。 

Costa らは、その後の 2004 年から 2013 年までに出版された高齢者の死亡場所を決定する

要因について検討した 26 論文について系統的レビューを行った。[15] 悪性新生物以外で亡

くなった高齢者を対象とした研究も、このレビューには含まれている。病気要因では、寝た

きりのような低い日常生活動作能力の高齢者や悪性新生物の罹患患者は自宅で亡くなる傾

向があり、非固形がんや急性発症の心血管疾患は病院で亡くなることが多かった。また、個

人要因としては、高齢者が在宅死を望んでいることが挙げられた。環境要因では、医師や看

護師による在宅医療が提供されていることや多職種による在宅緩和ケアサービスが導入さ

れていること、独居ではなく介護者がいること、介護者が被介護者を自宅で看取ることを望

んでいること、高齢者と家族がともに在宅死を望んでいることが在宅死と関連していた。一

方で、死亡前 1 年間で入院既往があることは病院で亡くなる傾向を認めた。 

報告されている様々な死亡場所の決定要因の中で、在宅ケアサービスと死亡場所との関連

について検討している研究に焦点を絞って概要を記す。1989 年に Moinpour らは、米国ワシ

ントン州で悪性新生物に罹患した 28,500 人の患者を対象としたコホート研究を行った。交

絡を多変量解析で調整した上で、訪問診療や在宅緩和ケアサービスを利用した患者の方が自

宅で亡くなる傾向があると報告した。[16]2002 年に Tang は、台湾の悪性新生物の罹患患者
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264 人を対象に後方視的コホート研究を行った。交絡を多変量解析で調整した上で、在宅死

を遂げた患者はより頻回な訪問診療を受けていたと報告している。[17]同年に Brazil らは、

カナダで在宅緩和ケアサービスを利用して悪性新生物で亡くなった患者の家族 151 人に対

して電話インタビューを行った。その結果、交絡を多変量解析で調整した上で、家庭医によ

る訪問診療を利用していた患者は在宅死する傾向があった。[18]さらに、2005 年に Brazil ら

は、悪性新生物以外の終末期患者を含めて、在宅ケアサービスを利用して亡くなった患者の

主介護者 216 人にインタビューを行った。家庭医の訪問診療を利用していた患者が在宅死を

する傾向があることを報告した。[19]2005 年に Aabom らは、デンマークのヘルスケア登録

情報を用いて、1996 年から 1998 年の間に悪性新生物で死亡した患者を自宅で亡くなった群

と病院で亡くなった群に分けて症例対象研究を行った。交絡を調整した多変量解析の結果、

死亡前 3 か月以内に訪問診療や訪問看護サービスを使用していた場合に自宅で亡くなる傾

向を認めた。[20]2009 年に Neergaard らは、デンマークにおいて悪性新生物で亡くなった 333

人の患者を診療していた General Practitioner(GP)に対して質問紙調査を行った。多変量解析

の結果、GP によって訪問診療がなされていた場合とコミュニティナースが関与していた場

合に在宅死が多い傾向があった。[21]2017 年に Ko らは、台湾の National Health Insurance 

Research Database からランダムサンプリングされたデータを用いて、2010 年から 2012 年に

在宅緩和ケアを受けた 488 人を対象とした後方視的コホート研究を行った。交絡を調整した

結果、訪問診療の利用者は在宅死が多い傾向を認めた。[22]以上より、主に悪性新生物で亡

くなった患者を対象とした観察研究により、医師や看護師によって提供される在宅医療の利

用が患者の在宅死と関連していることが示唆される。 
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また、緩和ケア領域においても、在宅での緩和ケアサービスの提供が患者の在宅死に効果

があるのかについて検討が進んでいる。2013 年に Gomes らは、多職種によって提供される

在宅緩和ケアサービスの利用が終末期成人患者の死亡場所に与える効果について検討した

16 のランダム化比較試験を含む、23 論文を用いてメタアナリシスを行った。[23]その結果、

多職種によって提供される在宅緩和ケアサービスを使用した患者は、より多く在宅で亡くな

っていた。 

上記のメタアナリシスで対象となったランダム化比較試験での主な介入方法について概

要を示す。1985 年に Zimmer らが行った介入の方法は、米国の大学病院の救急ユニットを基

点とした医師と看護師、ソーシャルワーカーからなるチームで、毎週チームカンファレンス

を行って患者の状態を把握し、ケアの計画を確認した上で役割分担をして、患者の症状コン

トロールやカウンセリングの実施、感情や社会的な事項への支援、家族への支援を行うもの

だった。[24]1999 年に Grande らが行った介入方法は、英国のホスピスとナースステーショ

ンを基点とした 6 人の看護師と 2 人の補助看護師、1 人の調整役から構成されるチームで、

患者の要請に 24 時間対応できる体制で在宅緩和ケアサービスを提供するものだった。

[25]2000 年に Jordhoy らが行った介入方法は、米国の大学病院の緩和ケアユニットを基点と

して、1 人の常勤医師と 2 人の緩和ケアナース、ソーシャルワーカー、神父、栄養士、非常

勤の理学療法士から構成されたチームで、毎週の会議でケア計画を調整しながら、在宅緩和

ケアサービスを提供するものだった。[26]また、2007 年に Brumley らが行った介入方法は、

米国の 2 つの健康維持機構(Health Maintenance Organization)を基盤として、医師と看護師、ソ

ーシャルワーカーから成るチームで在宅緩和ケアサービスを提供し、患者の状態によっては
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スピリチュアルカウンセラーや牧師、在宅介護者、薬剤師、栄養士、ボランティア、理学療

法士、作業療法士、言語療法士らが支援を行うものだった。[27]2009 年に Bakitas らが行っ

た介入方法は、米国の医療センターにある緩和ケアプログラムを基点として、緩和ケア専門

医と緩和ケア専門看護師からなるチームで在宅緩和ケアサービスを提供し、チームには精神

科医によるトレーニングや治療マニュアルの使用、ロールプレイングや録音機器を用いた振

り返りを行うことでケアの質を高めるものだった。[28]このように、先行研究における多職

種在宅緩和ケアサービスの提供主体は主に医療従事者である医師と看護師、ソーシャルワー

カーであった。つまり、終末期に複数の医療従事者によって提供される在宅緩和ケアサービ

スを利用すると在宅死の確率が上がることが示されている。 

 

国内の研究 

日本では竹生が 1990年から 2006年の期間に国内で在宅死または病院死に関連する要因を

検討した 11 論文をレビューした。[29]死亡場所に関連する要因を療養者と家族(介護者)、環

境に大別して報告している。療養者に関する要因では、高齢であることや在宅死を希望して

いること、苦痛が無いことが、複数の研究で在宅死に関連していると報告している。療養者

の性別や疾患、ADL の程度については、研究によって相反する結果が得られていた。家族

(介護者)の要因では、同居家族の存在や介護者が配偶者ではなく子世代であること、家族が

療養者を自宅で看取ることを望んでいることが挙げられている。環境の要因では、訪問診療

や訪問看護の利用が在宅死と関連しているとした。 

1990 年に田宮らは、死亡した高齢者の遺族 260 人に対して 3 市町村で質問紙調査を実施
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した。その結果、往診が行われていた場合と福祉サービスの利用が行われていた場合におい

て在宅死が多い傾向があることを示した。[30]1991 年に伊木らは、悪性新生物以外で死亡し

た患者家族 177 人に対して訪問調査を実施し、在宅での死亡の場合は医師や訪問看護師の往

診を受けている割合が高いことを示した。[31]1999 年に宮原らは、全国の町村の中で 123 か

所に質問紙調査を行い、回答が得られた 39 町村の 767 人を分析した。町村内に在宅での看

取りを推進する医師がいて、訪問看護ステーションが設置されている町村で在宅死亡率が高

いことを報告した。[32]2003 年に杉本らは、訪問看護ステーションへ質問紙調査を行い、在

宅ターミナルケアに対して医師が積極的であることが訪問看護ステーションの利用者の在

宅死亡割合に影響を与えていることを示した。[33]また、同年に Fukui らは、在宅ケアサー

ビスを使用して悪性新生物で亡くなった 528 名の患者の家族に、サービスを提供していた施

設を通して質問紙調査を行った。その結果、交絡を調整した後に訪問診療を利用している患

者が在宅死する傾向があることを報告した。[34]また、2011 年に Fukui らは、悪性新生物で

亡くなった患者を担当していた訪問看護師に対して質問紙調査を行い、568件(回答率 69.1％)

の回答を分析した。その結果、在宅死に関連する要因として、訪問診療を利用していること

と主治医が 24 時間対応してくれることを挙げた。[35]また、2011 年に Hayashi らは、訪問診

療を受けていた 252 名の患者を 3 年間追跡した後方視的コホート研究を行い、訪問看護を利

用している患者が自宅で亡くなる傾向を報告した。[36]2015 年に Kimura らは、2006 年から

2011 年に 1 病院で訪問診療を受けていた患者の 227 家族に質問紙調査を行った。交絡を調

整した上で、頻回の訪問診療を受けていた患者が在宅死する傾向があった。[37] 

以上の日本の研究においても、訪問診療や訪問看護の利用が患者の在宅死と関連している
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ことが示唆された。田宮らは福祉サービスの利用が患者の在宅死と関連していることを 1990

年に報告しているが、この研究における福祉サービスには訪問看護や入浴サービス、ショー

トステイなど 12 項目が含まれており、いずれかの利用があれば「あり」と答える質問紙が

用いられている。また、2000 年に介護保険制度が導入される前の検討であるため、介護保険

制度の導入後の居宅介護サービスの実態とは必ずしも一致していない。 

 

本研究の目的 

 先行研究では、医療従事者である医師や看護師によって提供される在宅医療サービスを死

亡前に利用することは、利用者の在宅死と関連していた。一方で、非医療者によって提供さ

れる訪問介護サービスの利用が高齢者の死亡場所に与える影響は明らかではない。従って、

本研究では、交絡を考慮しながら、死亡前の訪問介護サービスの利用が高齢者の在宅死に有

用か否かを検討する。 
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方法 

対象と使用データ 

2010 年１月から 2013 年 12 月の期間に病死及び自然死で亡くなった介護保険第１号被保

険者を対象として Pooled cross sectional study を行った。厚生労働省発統 1218 第 1 号（2015

年 12 月 18 日付）による承認を得て、2006 年度から 2013 年度の介護給付費実態調査の受給

者台帳と集計情報レコード、人口動態統計死亡票、医療施設調査、介護サービス施設・事業

所調査の個票データを用いた。[38]いずれの個票データも厚生労働省において連結不可能匿

名化されており、個人毎の共通した番号は含まない。また、日本政府が公表している国勢調

査と市町村税課税状況等の調の集計データを用いた。[39, 40] 

 

介護給付費実態調査と人口動態統計死亡票の照合 

介護保険被保険者の死亡を特定するために、介護給付費実態調査と人口動態統計死亡票を

個票レベルで照合する必要があった。両調査は行政データとして使用されており、変数に欠

損値や誤りも少ないと考えられ、全数調査で対象数も多いことから、個人を識別する能力が

あると考えられる都道府県と市区町村、性別、生年月、死亡年月の 5 つの識別変数を用いた

Deterministic linkage を実施した。[41]  

介護給付費実態調査には死亡年月を示す変数は含まれないが、市区町村に提出された死亡

診断書の死亡日翌日が介護保険資格喪失年月日として記録されている。よって、介護保険資

格喪失年月日の前日が属する月を死亡年月と考え、人口動態統計死亡票の死亡年月と同一と

した。尚、介護給付費実態調査の生年月日と人口動態統計死亡票の死亡年月日の日付情報は、
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個人特定を回避するために厚生労働省からのデータ提供時点で削除されていた。それによっ

て生年月日と死亡年月日の日付情報を照合に用いることはできず、生年月と死亡年月を照合

に用いた。介護給付費実態調査の中で 5 つの識別変数の値がすべて一致する事例を 15.3%に

認めた。これらの重複の中の 8 割が重複数 1 例で、1 割が重複数 2 例であった。それら重複

事例は対象から除外した。 

その上で、介護給付費実態調査と人口動態統計死亡票の照合を行ったところ、照合率は

81.3%であった。都道府県ごとの要介護者数による加重平均をとった場合の照合率は、全国

平均で 83.7%であった。介護保険資格喪失は死亡によるものだけではなく、他の自治体に転

居した場合にも発生する。都道府県別の照合率と人口の社会増減率との負の相関を認め、照

合できなかった事例は転居による資格喪失とみなした。 [42]上記過程を経て介護給付費実態

調査と人口動態統計死亡票を照合したデータより対象を抽出した。 

 

被説明変数と説明変数、操作変数 

被説明変数は患者が自宅で亡くなったか否かとした。自宅以外の死亡場所には病院や診療

所、介護老人保健施設、老人ホームが含まれている。説明変数は死亡前月に訪問介護サービ

スを少なくとも 1 回以上使用しているかどうかとした。 

本研究で使用したデータには死亡前の高齢者の死亡場所の選好とその介護者の選好を表

す変数が含まれていない。先行研究において、高齢者やその介護者の死亡場所に対する選好

は、実際の死亡場所に大きな影響を与えることが報告されている。従って、使用データから

得られる変数のみを調整したのでは、未調整の交絡が残ることが予想された。具体的には、
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自宅で最期を迎えたい高齢者ほど、死亡前に訪問介護サービスを使用する傾向があると考え

られた。また、死亡前の高齢者やその介護者の死亡場所に関する選好のプロキシとなる変数

も見出せなかった。そこで、本研究ではこの交絡に対応するために操作変数法を用いた。操

作変数には、高齢者の死亡前年度における居住市区町村の 65 歳以上人口当たり訪問介護員

常勤換算数を用いた。非医療従事者である訪問介護員は、2012 年度までは訪問介護員養成研

修 1 級から 3 級までの段階別の研修を受けることで資格を得ることができ、2013 年度以降

は各都道府県で定められた計 130 時間の介護職員初任者研修を受けることで資格を得るこ

とができる。訪問介護員常勤換算数は、専従者数と兼務者常勤換算数、非常勤者の常勤換算

数の和として算出した。高齢者やその介護者は死亡場所の選好に関係なく住所地が決まって

いると仮定し、高齢者の居住市区町村の訪問介護員数が多いほど、その高齢者が死亡前に訪

問介護サービスを使用する確率が上がると考えた。また、後述する死亡時点での個人や地域

の共変量を調整することによって、操作変数は訪問介護サービスを通してのみ高齢者の死亡

場所に影響を及ぼしていると仮定した(Exclusion restriction)。次項で操作変数法の概要を記述

した後、本研究で調整した共変量について述べる。 

 

操作変数法(2 段階最小二乗法)の概要 

操作変数法は、未測定の交絡に対処しながら、説明変数と被説明変数の因果関係を推定す

る統計手法の 1 つである。この手法では説明変数と被説明変数、共変量の他に、操作変数と

呼ばれる変数を用いる。操作変数は 2 つの仮定を満たす変数である。まず、操作変数は説明

変数と相関していることを仮定している(Instrument relevance)。2 つ目の仮定は、操作変数は
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説明変数を通してのみ被説明変数と関連し、未測定の交絡とも関連していないことを仮定し

ている(Exclusion restriction)。操作変数法で説明変数と被説明変数の関係を推定する計算方法

の 1 つが 2 段階最小二乗法である。第１段階の推定において、最小二乗法を用いて操作変数

と共変量から説明変数の推定値を得る。第 2 段階では、第１段階で得た説明変数の推定値と

共変量を用いて被説明変数との関係を最小二乗法で推定する。操作変数が仮定を満たしてい

るならば、この過程を経ることで説明変数と被説明変数の因果関係を推定することができる。

[43] 

 

共変量 

病気要因と個人要因 

先行研究で得られている死亡場所に関連する要因を参考にして、死亡時の年齢と性別、配

偶者の有無、原死因、死亡年、介護必要度を調整した。配偶者の有無は、死亡診断書の項目

に従って、死亡時点で配偶者有か未婚、死別、離婚の 4 つのダミー変数として用いた。また、

原死因は International Classification of Diseases 10 (2013)死因分類に準拠して、悪性新生物(C00-

C97)、脳血管疾患(I60-I69)、心疾患(I01, I020, I05-I09, I20-I25, I27 and I30-I52)、老衰(R54)、肺

炎(J12-J18)、その他の疾患をダミー変数として用いた。[44]介護必要度は、手段的日常生活動

作能力への支援を必要とする要支援 1 と 2 を低必要度として、一部の日常生活動作能力に対

して介護を必要とする要介護 1 と 2 を中必要度、日常生活動作能力のすべてに介護を必要と

する要介護 3 から 5 を高必要度とした 3 つのダミー変数として用いた。[45]各変数のデータ

ソースを表 1 にまとめた。 
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地域要因 

地域要因としては、居住市区町村の人口、65 歳以上の人口割合、65 歳以上粗死亡率、単

身高齢者世帯割合、高齢夫婦世帯割合、１人当たり年間所得、65 歳以上人口当たり病院病床

数、65 歳以上人口当たり診療所数、65 歳以上人口当たり在宅療養支援診療所数、65 歳以上

人口当たり訪問看護ステーション数、65 歳以上人口当たり介護施設定員数を使用した。65 歳

以上粗死亡率は、65 歳以上死亡者数を 65 歳以上高齢者数で割って算出した。単身高齢者世

帯割合は、一般世帯数の中に占める 65 歳以上の高齢単身者世帯の割合である。高齢夫婦世

帯割合は、一般世帯数の中に占める夫 65 歳以上かつ妻 60 歳以上の夫婦 1 組のみの世帯の割

合を示している。また、在宅療養支援診療所は、その地域で在宅医療を支える 24 時間対応

の診療所である。他の病院や診療所と連携を図りつつ、訪問診療や訪問看護を提供している。

各変数のデータソースは表 1 にまとめた。介護給付費実態調査と人口動態統計死亡票を照合

したデータより抽出した対象の個票データに、個人の居住地の市区町村コードを用いて地域

要因の共変量を照合した。また、政府が患者の入院医療へのアクセスを確保するために設定

している二次医療圏毎に終末期の高齢者の行動の傾向が異なる可能性を考慮して、330 の二

次医療圏ダミー変数を調整した。各変数に欠損値はなかったが、配偶者の有無と要介護度に

不詳のコードが観られた。それらの患者は分析から除外した。 
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統計解析 

2 段階最小二乗法(two-stage least squares (2SLS) regression)を実施した。[43]下記二式を推定

した。 

𝑦1𝑖 = 𝑥1𝑖𝜋1 + 𝑥2𝑖𝜋2 + 𝜀𝑖…(1) 

𝑦2𝑖 = 𝑦1𝑖𝛽1 + 𝑥1𝑖𝛽2 + 𝜇𝑖 …(2) 

ここで、𝑦1𝑖 は高齢者 i が死亡前月に訪問介護サービスを少なくとも 1 回以上使用したかど

うかを示している。サービスを使用した場合に 1 をとり、使用しなかった場合は 0 をとる変

数である。𝑦2𝑖は高齢者 i が自宅で亡くなったかどうかを示している。自宅で亡くなった場合

は 1 をとり、その他の場所で亡くなった場合は 0 をとる変数である。𝑥1𝑖は高齢者 i のすべて

の共変量を示している。つまり、前述の病気要因と個人要因、地域要因の共変量である。𝑥2𝑖

は操作変数を示す。つまり、高齢者の死亡前年度における居住市区町村の 65 歳以上人口当

たりの訪問介護員常勤換算数である。β と π はそれぞれの変数の係数であり、ε と μ は誤差

項である。 

まず、(1)式を最小二乗法で推定し、𝑦1𝑖の推定値である𝑦1𝑖̂を得た。次に、最小二乗法を用

いて、𝑦1𝑖̂と𝑥1𝑖の条件下で(2)式を変形した下記(2)’式を用いて𝑦2𝑖を推定した。 

𝑦2𝑖 = 𝑦1𝑖̂𝛽1 + 𝑥1𝑖𝛽2 + {(𝑦1𝑖 − 𝑦1𝑖̂)𝛽1 + 𝜇𝑖} … (2)′ 

𝑥2𝑖が𝑥1𝑖条件下の𝜇𝑖と相関がない場合、𝛽1̂は𝛽1と一致する。これは Exclusion restriction が満た

されているならば、𝛽1̂は𝛽1に対して妥当なものとなることを示している。つまり、𝛽1̂は死亡

前に使用される訪問介護サービスによる在宅死の確率に対する効果を示す。本研究では対象

の観察数が多いため、在宅死か否かを示すような二値変数が被説明変数であっても実践的に
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線形モデルが許容される。[46]本研究では不均一分散を考慮して頑健推計量を用いた。 

死亡前の訪問介護サービスの使用が外生変数であるという帰無仮説を Wooldridge’s robust 

score 𝜒2 test と robust regression-based F test で検討した。操作変数と説明変数が弱相関であ

るという帰無仮説を Kleibergen-Paap rk Wald F statistic で検討した。今回は操作変数と説明変

数が 1 対 1 で対応しているため、過剰識別の検定は行わなかった。2SLS の結果と比較する

ために、頑健推計量を用いた最小二乗法で(2)式を推定した結果も算出した。また、死亡 2、

3 か月前から毎月 1 回以上訪問介護サービスを使用しているか否かを説明変数とした分析も

行った。データマネジメントと分析はすべて Stata 14 MP を用いた。2SLS の実施には ivreg2

パッケージを用いた。[47] 

 

倫理的配慮 

本研究は、東京大学非介入等研究倫理委員会(審査番号 11070-1)と筑波大学倫理審査委員

会(審査番号 1009)による許可を得て実施された。 
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結果 

データマネジメントの過程での対象人数の推移を図 1 に示す。介護給付費実態調査と人口

動態統計死亡票を照合できた 2010 年 1 月から 2013 年 12 月の期間に亡くなった介護被保険

者は 1,716,065 人だった。そこから 65 歳未満で死亡した者と外因死で亡くなった者、配偶者

の有無と介護必要度が不詳である者を除いて、1,613,391 人を分析した。これは対象の 4 年間

に日本で亡くなった 65 歳以上の人数の 37.7%であった。 

  対象の個人要因の基本属性を表 2 に示した。死亡者数に占める在宅死者数の割合は、死

亡年によらず 10.8%ほどであった。また、死亡前月の訪問介護サービスの使用者数は 213,848

人で、対象全体の 13.3%であった。死亡 2 か月、3 か月前から訪問介護サービスを使用して

いる者は、それぞれ 176,686 人(11.0%)、155,716 人(9.7%)であった。死亡前月に訪問介護サー

ビスを使用していない者は 8.2％が自宅で亡くなっていたが、訪問介護サービスを使用して

いた者は 27.3%が自宅で亡くなっていた。また、介護必要度が低い場合は 13.9%が在宅死し

ていたが、介護必要度が高い場合は 10.0%に留まった。死亡時点で配偶者がいる場合が最も

在宅死の割合が高く(11.4%)、未婚の者が最も在宅死の割合が低かった(9.1%)。原死因別では、

老衰と心疾患、悪性新生物が在宅死の割合が高く、肺炎と脳血管疾患では在宅死の割合が低

かった。年齢と性別については在宅死群とその他の死亡場所群とで明らかな差は認めなかっ

た。地域要因の共変量の要約を表 3 に記した。 

説明変数である死亡前の訪問介護サービスの使用が外生変数であるという帰無仮説に対

して、Wooldridge’s robust score 𝜒2 test 8.03 (p = 0.0180)、robust regression-based F test 8.03 

(p = 0.0046)であり、それぞれ帰無仮説を棄却する結果であった。また、操作変数が説明変数
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と弱相関であるという帰無仮説は、Kleibergen-Paap rk Wald F statistic 752.7 であり棄却された。

[48] 以上より、操作変数として死亡前年度における居住市区町村の 65 歳以上人口当たり訪

問介護員常勤換算数は妥当と考えられた。 

2SLS の 1 段階目の結果を表 4、表 5、表 6 に示す。操作変数である市区町村の 65 歳以上

人口当たり訪問介護員数が多いほど、死亡前の訪問介護サービスの使用も増える傾向がみら

れた。死亡前月の使用は𝜋2 = 0.6921; 95% Confidence Interval (CI), 0.6426 to 0.7415、死亡 2 か

月前からの使用は𝜋2 = 0.5994; 95% CI, 0.5536 to 0. 6451、死亡 3 か月前からの使用は𝜋2 = 

0.5521; 95% CI, 0. 5088 to 0.5954 であった。 

表 7 に最小二乗法と 2SLS によって推定した死亡前の訪問介護サービス使用と在宅死との

関係の結果を示す。死亡前の訪問介護サービスの使用は、いずれの推定方法でも在宅死す

る傾向がみられた。2SLS で推定した場合、死亡前月に訪問介護サービスを使用した場合は

𝛽1̂ = 0.0908; 95% CI, 0.0291 to 0.1525、死亡 2 か月前からの使用の場合は𝛽1̂ = 0.1049; 95% 

CI, 0.0334 to 0.1763 で、死亡 3 か月前からの使用の場合は𝛽1̂ = 0.1138; 95% CI, 0.0362 to 

0.1915 であった。これらの結果からは、死亡前月の訪問介護サービスの利用は 9.1%在宅死

の確率を上昇させ、死亡 2 か月前からの使用では 10.5%、死亡 3 か月前からの使用では

11.4%在宅死の確率が上昇すると考えられた。最小二乗法によって得られた𝛽1̂は、いずれも

2SLS で得られた𝛽1̂よりも大きく、死亡前月の訪問介護サービス使用の場合は𝛽1̂ = 0.1796; 

95% CI, 0.1777 to 0.1815、死亡 2 か月前からの使用の場合は𝛽1̂ = 0.1672; 95% CI, 0.1651 to 

0.1693、死亡 3 か月前からの使用の場合は𝛽1̂ = 0.1661; 95% CI, 0.1639 to 0.1683 であった。 
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表 8、表 9、表 10 には、死亡前月、死亡 2、3 か月前からの訪問介護サービス使用の在宅

死への影響を最小二乗法と操作変数法を用いた 2SLS で推定した結果を共変量も含めて示し

た。年齢は高齢であるほど在宅死する傾向があった。また、介護必要度は低いほど自宅で

亡くなる傾向があった。配偶者がいる場合と比較して、未婚や離婚、死別している場合は

自宅以外で亡くなる傾向がみられた。原死因別では、その他と比較して悪性新生物と老

衰、心疾患の場合に自宅で亡くなる傾向がみられた。一方で、肺炎では自宅以外の場所で

亡くなる傾向がみられた。性別や死亡年については明らかな関連を認めなかった。 

地域要因については、65 歳以上人口割合が高い市区町村や 65 歳以上人口当たりの診療所

数や在宅療養支援診療所数、訪問看護ステーション数が多い市区町村に住んでいる場合、

在宅死する傾向があった。一方で、65 歳以上粗死亡率や単身高齢者世帯割合、高齢夫婦世

帯割合、１人当たり年間所得が高く、65 歳以上人口当たりの病院病床数と介護施設定員数

が多い市区町村に住んでいる場合、自宅以外で亡くなることが多い傾向がみられた。最小

二乗法と 2SLS の両推定方法で同様の傾向を認めた。 
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考察 

本研究では、死亡前の訪問介護サービス使用が在宅死の確率を増加させる傾向がみられた。

操作変数が Exclusion restriction の仮定を満たすとき、推定結果からは死亡前月、死亡前 2 か

月間、死亡前 3 か月間に訪問介護サービスを使用すると、それぞれ自宅で亡くなる確率が

9.1%、10.5%、11.4%増加した。この結果は在宅死を望む者にとって訪問介護サービスが有用

である可能性を示唆している。 

 

先行研究と本研究の結果の比較 

これまでの死亡場所の決定要因に関する先行研究では、医師や看護師、医療ソーシャルワ

ーカーのような医療従事者によって提供される在宅ケアサービスの使用が、高齢者の在宅死

の確率を上昇させることが報告されてきた。[15, 23, 29]しかし、非医療者によって提供され

る在宅ケアサービスの効果について検討した研究は少ない。[49-52]先行研究においては、訪

問介護サービスはレスパイトケアの 1 つとして分類されている。[49-51]レスパイトケアの主

な目的は、介護者の介護負担を減じることと高齢者の自立した生活を支援することである。

故に、訪問介護サービスの効果を検証した研究の被説明変数は、介護者の介護負担感や抑う

つ症状、高齢者の日常生活動作能力や高齢者やその家族の在宅療養満足度が用いられている。

[49-51]本研究では、レスパイトケアサービスの死亡場所への効果に焦点を当て、それを実証

した点に独自性がある。 

田宮らは 1990 年に訪問介護サービスを含む福祉サービスの使用が在宅死と関連している

ことを報告した。[30]この研究における福祉サービスには、訪問看護サービスや入浴サービ

ス、ショートステイなど 12 項目が含まれており、いずれかの利用があれば「あり」と答え



24 

る質問紙が用いられた。また、2000 年に介護保険制度が導入される前の検討であるため、介

護保険制度の導入後の訪問介護サービスの実態とは必ずしも一致していない。本研究では、

介護保険制度が導入された後の居宅介護サービスの中で、訪問介護サービスに焦点を絞って、

その在宅死への効果を示した。 

これまでに日本における訪問介護サービスのような非医療者によって提供される在宅ケ

アサービスの在宅死への効果をランダム化比較試験で検討した介入研究は見当たらない。こ

れは、介護サービスの使用を望む高齢者やその家族に対する介入研究が、倫理的配慮から実

施困難であることによる。[53]本研究は後方視的な観察研究ではあるが、高齢者やその家族

の死亡場所に関する選好のような未測定の交絡に対処するため、操作変数法を用いた。また、

本研究では厚生労働省の許可を得て日本全国のデータを使用しており、これまでの死亡場所

の決定要因やレスパイトケアの効果を検討した先行研究よりも多くの対象数で検討するこ

とができた。 

 

考え得るメカニズム 

2017 年に日本政府が行った調査によると、在宅療養をしようとするときに 70%以上の高

齢者が家族に過剰に介護負担をかけてしまうのではないかと危惧している。[10]日本の先行

研究では、訪問介護サービス使用が介護者の介護負担感を軽減することが報告されている。

[54]また、訪問介護サービスを通して保清が向上すること、高齢者が訪問介護員と接するこ

とで在宅療養に安心感と自信を持てること、生活に張りを感じていることが報告されている。

[55]訪問介護サービスが高齢者の要介護度や日常生活動作に対する影響については、月 6 回
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以上利用している場合に要介護度の維持と関連していたとの報告がある一方で、訪問介護サ

ービスの利用は日常生活動作の変化と関連していなかったと報告しているものもある。[56, 

57]さらなる検討が必要ではあるものの、これらの先行研究からは高齢者とその介護者が訪

問介護サービスを通して身体的、精神的な支援を受けることで在宅療養が継続でき、高齢者

が自宅で亡くなることにつながっている可能性がある。 

 

共変量と死亡場所との関係 

共変量と死亡場所との関係について文献的考察を行う。高齢であるほど在宅死する傾向

があることは複数の研究で指摘されている。[29, 58, 59]年齢が死亡場所と関連がなかったと

報告している研究では、総じて対象数が少なく、検定では有意となっていないものの高齢

者の方が在宅死する傾向を認めている。従って、本研究で得られた結果は先行研究と矛盾

しないと考えられる。 

本研究では介護必要度が低いほど在宅死が多い傾向があった。日本で日常生活自立度と

死亡場所との関係を検討した先行研究では、要介護度が高い方が病院よりも自宅で亡くな

る傾向があると報告している。[34, 35, 60, 61]また、日本以外の研究でも日常生活動作能力

が低い方が病院よりも自宅で亡くなる傾向があると報告されている。[17, 62]本研究では、

対照群に病院死だけではなく施設で亡くなった者も含んでおり、在宅死亡者と病院死亡者

に占める要介護度 4 と 5 の者の割合が 55%程度であるのに対して、施設死亡者に占める要

介護度 4 と 5 の割合は 80％以上と高いことから、先行研究と逆の関連を認めた可能性があ

る。 
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本研究では、配偶者がいる場合と比較して、配偶者がいない場合は自宅以外で亡くなる

傾向がみられた。先行研究においても、同様の報告がなされている。[15, 16, 63, 64]配偶者

の存在は、その高齢者を支援する介護力と関係していると考えられる。[14, 15, 29] 

原死因別では、悪性新生物の高齢者が他の死因よりも自宅で亡くなる傾向があることは

多くの先行研究で報告されている。[15, 65, 66]しかし、悪性新生物の中でも、非固形がんで

は病院で亡くなる傾向があることが報告されており、不均一性があることに留意が必要で

ある。[14, 15]老衰が在宅死と正に相関することはこれまでも報告されている。[30]入院を

必要とする疾患に罹患していることが明らかでない場合に在宅死が多くなるという傾向

と、入院して病院死した者の方が診断のために詳細に検査され、老衰以外の診断名が付く

傾向にあることの両方が混在し、正の関連を認めている可能性がある。心疾患の場合は、

先行研究において知見が分かれており、本研究では自宅で亡くなる傾向がみられた。[65, 

67]肺炎では自宅以外の場所で亡くなる傾向が認められており、先行研究においても同様の

報告がある。[30, 66]急性疾患に罹患した場合は病院で亡くなる傾向があることが報告され

ている。[68, 69]本研究では、死亡票から得られた原死因を高齢者の健康状態を示す共変量

として用いたが、合併症も含めてより詳細に死亡場所との関係を検討する必要があるかも

しれない。  

そして、本研究では明らかな死亡年によるトレンドを認めなかった。米国やカナダの先

行研究にはヒストリカルトレンドの存在を指摘しているものがあるが、国や年代によって

政策や国民の死生観の変遷に差異があるため、単純に比較することはできないだろう。[16, 

70]  
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地域要因については、1990 年時点での都道府県別集計データを用いた研究において、在宅

死亡割合に対して病院病床数は負の相関を持ち、老年人口割合は正の相関を認めたと報告さ

れている。[71]また、2004 年時点での都道府県別在宅死亡割合においても、人口当たりの病

院、診療所病床数と負の相関があることが報告されている。[72]加えて、都道府県単位の人

口当たり介護施設数は、その地域の在宅死亡割合に負の相関を持っていることが報告されて

いる。[73] 二次医療圏単位での分析では、人口や 65 歳以上人口割合、65 歳以上粗死亡率が

高い地域で在宅死亡割合が高く、高齢夫婦世帯割合や65歳以上人口当たり介護施設定員数、

所得水準が高い地域では、在宅死亡割合が低いことが報告されている。[58, 74]また、同論文

にて、統計学的に有意な値ではないものの在宅死亡割合に対して診療所数は正に、病院病床

数は負に相関する傾向が認められる。そして、市区町村単位の分析では、高齢者人口当たり

在宅支援診療所数が多い市町村の方が、在宅死亡割合が高いことも報告されている。[75]こ

れらは本研究で得られた地域要因の共変量の傾向と矛盾しない。 

単身高齢者世帯割合についての二次医療県単位での分析において、単身高齢者世帯割合が

増加すると在宅死亡割合が増加するという結果が報告されており、本研究とは逆の結果が得

られている。[58, 74]これらの先行研究では、自宅での孤独死と単身高齢者世帯割合が相関し

ているのではないかと考察されている。その点で、本研究では外因死を除く介護保険の受給

資格を持って亡くなった高齢者のみを対象としており、対象に含まれる予期しない形で亡く

なった高齢者が相対的に少ない可能性がある。単身高齢者世帯割合が高いことは、自宅での

非公的な介護支援が受けにくいことにつながり、自宅以外で亡くなる傾向がみられているの

かもしれない。 
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本研究の限界 

本研究にはいくつかの限界がある。第 1 に、本研究では介護給付費実態調査と人口動態統

計死亡票を照合して用いたが、両調査に共通する個人識別番号は含まれないため、完全に個

人を識別した上での照合はできていない。代わりに、個人を識別できると考えられる 5 つの

識別変数を用いた Deterministic linkage を行ったが、誤った個票データ同士を照合している場

合はそれらを判別することができない。また、両調査で照合できなかった事例を転居による

介護保険資格喪失者とみなしたが、その真偽を判別することはできない。加えて、介護給付

費実態調査の中で 5 つの識別変数が重複した事例を対象から除外する必要があり、選択バイ

アスを生じている可能性がある。例として、5 つの識別変数が重複した事例は人口が多い居

住地域に多く生じている可能性があるが、各都道府県の重複率(重複数/全要介護者数)と 65

歳以上人口との相関は明らかではなかった。[42]今後、両調査に共通する個人識別番号が付

与されることになれば、より精密な分析が可能となるだろう。 

第 2 に、本研究で用いたデータでは、予期しない在宅死を判別することができなかった。

従って、在宅死であっても、一般的に高齢者が望む在宅死の形とは異なるケースが含まれて

いるかもしれない。しかし、本研究の対象者は原死因が病死または自然死である者で、かつ

介護保険第 1 号被保険者に絞っている。したがって、本研究の対象は少なくとも日常生活に

おいて何らかの介護を必要としていた高齢者であり、予期しない在宅死は比較的少ないであ

ろうと考えている。また、本研究で用いた人口動態統計死亡票における死亡場所の定義では、

自宅で亡くなった者の中にサービス付き高齢者向け住宅で亡くなった者も含まれる。しかし、

本研究の対象期間である 2010 年から 2013 年には、全国的にサービス付き高齢者向け住宅棟
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数が少なかったことから、サービス付き高齢者向け住宅で亡くなった者は比較的少ないと考

えられる。 

第 3 に、本研究で用いた操作変数は、共変量を調整した上で Exclusion restriction を満たす

ことを仮定して分析を行った。しかし、本研究の操作変数は居住市区町村のデータであり、

他の市区町村レベルの要因が交絡して被説明変数である死亡場所に関連する可能性があっ

た。そこで、個人の死亡年と時間差を持たせて、死亡前年のデータを操作変数に用いた。ま

た、関連し得る市区町村データと二次医療圏ダミー変数を調整した。それらによって、死亡

年の市区町村レベルの要因が交絡する可能性は低いと考えた。しかし、本研究において操作

変数法で得られた結果は、あくまでも操作変数が Exclusion restriction を満たしていると仮定

したときの推定値であることに注意が必要である。 

第 4 に、本研究結果は対象全体の平均処置効果ではなく、局所的な平均処置効果を示して

いる可能性がある。つまり、居住市区町村で訪問介護員常勤換算数が増加したときに、訪問

介護サービスを使用する者の在宅死の確率が上昇することを示している。したがって、居住

市区町村で訪問介護員常勤換算数が増加しても、決して訪問介護サービスを使用しない者や

訪問介護員数に寄らずに常に使用する者、訪問介護員数の増減に従わない者に対する訪問介

護サービス利用の効果は明らかでない。[76]また、疾患の重症度や介護必要度、配偶者の有

無等の各個人の状態によって、訪問介護サービスの効果は不均一かもしれない。今後、これ

らのサブグループ毎にサービスの効果を検討することも必要である。 

第 5 に、本研究では二値変数である被説明変数に対して 2 段階最小二乗法を用いたため、

非線形モデルで推定した場合と比較して推定値に差異を認める可能性がある。被説明変数が
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二値変数である場合、よほどの理由がない限りは非線形モデルを使用すべきである。しかし、

本研究のモデル内には内生性があることを想定しており、本研究の目的である訪問介護サー

ビスの利用による在宅死への限界効果を見る限りにおいては、十分に大きな対象数を用いて

線形モデルで推定した場合に非線形モデルを使用した場合と全く異なる推定値が得られる

とは考えにくい。[77-79]線形モデルと非線形モデルで得られた限界効果を比較検討すること

は本研究の目的ではないことを考慮し、実践的に 2 段階最小二乗法を用いた。 

 

政策的示唆 

本研究は、死亡前の訪問介護サービスの使用が、利用者の在宅死の確率を高める効果があ

ることを示唆している。政策担当者は、自宅で療養し、自宅で最期を迎えたいと望む高齢者

が訪問介護サービスを利用できるような環境を整え、高齢者とその介護者を支援することが

求められるだろう。 
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結論 

死亡前の訪問介護サービスの利用は、利用者が自宅で亡くなることができる確率を高める

可能性がある。高齢者が望む場所で療養し、最期を迎えるために、訪問介護サービスは有用

であるかもしれない。 

今後、訪問介護サービスが在宅死に影響を与えるメカニズムを明らかにすると共に、訪問

介護の頻度や 1 回あたりの時間を含めて検討し、より効果的なサービス提供の在り方を検討

することで質の向上につなげることができるかもしれない。また、訪問介護サービス以外の

レスパイトケアサービスが高齢者の死亡場所にどのような影響を及ぼしているのかについ

ても検討が必要である。そして、それらサービスの持続可能性を介護資源や費用の面から検

討し、医療サービスと併せて包括的な検討を行う必要があるだろう。 
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図 1.対象人数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

介護給付費実態調査(2006-2013年度) 

資格喪失者 4,646,839人 

居住都道府県、市区町村、性別、生年月、資格喪失年月の重複者 

711,387人 

介護給付費実態調査(2006-2013年度) 

3,935,452人 

人口動態統計死亡票(2006-2013年度) 

8,241,621人 

照合された死亡者数(2006-2013年度) 

3,200,091人 

照合されなかった数(転居によ

ると考えられる介護保険資格喪

失者) 

735,361人 

対象期間の死亡者数(2010-2013年) 

1,716,065人 

2006-2009年の死亡者数 

1,484,026人 

65歳未満死亡者数 52,750人 

外因死数 49,290人 

配偶者の有無不詳数 633人 

介護必要度不詳数 1人 

分析対象数 

1,613,391人 
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表 1. 各変数のデータソース 

変数 データソース 

年齢 

2010-2013 年人口動態統計死亡票 

性別 

配偶者の有無 

原死因 

死亡場所 

死亡年 

介護必要度 
2010-2013 年介護給付費実態調査 

訪問介護サービスの使用 

人口 

2010 年国勢調査 
65 歳以上人口割合 

単身高齢者世帯割合 

高齢夫婦世帯割合 

65 歳以上粗死亡率 2010 年人口動態統計死亡票と国勢調査 

１人あたり年間所得 2010 年市町村税課税状況等の調 

病院病床数 
2010 年医療施設調査動態 

診療所数 

在宅療養支援診療所数 2011 年医療施設調査静態 

訪問看護ステーション数  
2010 年介護サービス施設・事業所調査 

介護施設定員数 

訪問介護員常勤換算数 2009-2012 年介護サービス施設・事業所調査 
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* その他の死亡場所は病院、診療所、介護老人保健施設、有料老人ホームが含まれる。 

  

表 2. 2010-2013 年に病死及び自然死で亡くなった介護保険第 1 号被保険者の死亡場所別の基本属

性 

個人要因 在宅死 その他の死亡場所* 計 

死亡者数 173,498 10.8% 1,439,893 89.3% 1,613,391 

年齢 中央値(IQR) 86 (80, 91) 86 (80, 92) 86 (80, 92) 

性別      

男性 77,443 10.8% 641,915 89.2% 719,358 

女性 96,055 10.7% 797,978 89.3% 894,033 

死亡年       

2010 44,564 10.8% 368,721 89.2% 413,285 

2011 41,589 10.6% 351,673 89.4% 393,262 

2012 45,583 10.9% 372,223 89.1% 417,806 

2013 41,762 10.7% 347,276 89.3% 389,038 

介護必要度       

低 11,071 13.9% 68,451 86.1% 79,522 

中 40,643 12.8% 278,066 87.2% 318,709 

高 121,784 10.0% 1,093,376 90.0% 1,215,160 

訪問介護サービスの使用者数      

死亡前月に未使用 115,078 8.2% 1,284,465 91.8% 1,399,543 

死亡前月に使用 58,420 27.3% 155,428 72.7% 213,848 

死亡前 2 か月間使用 47,026 26.6% 129,660 73.4% 176,686 

死亡前 3 か月間使用 41,618 26.7% 114,098 73.3% 155,716 

配偶者の有無       

配偶者有 72,677 11.4% 566,300 88.6% 638,977 

未婚 5,000 9.1% 50,044 90.9% 55,044 

死別 89,471 10.4% 766,788 89.6% 856,259 

離婚 6,350 10.1% 56,761 89.9% 63,111 

原死因       

悪性新生物 49,083 13.2% 323,426 86.8% 372,509 

肺炎 7,054 3.2% 212,692 96.8% 219,746 

脳血管疾患 15,886 8.5% 170,040 91.5% 185,926 

老衰 24,850 19.8% 100,346 80.2% 125,196 

心疾患 21,828 24.2% 68,421 75.8% 90,249 

その他 54,797 8.8% 564,968 91.2% 619,765 



45 

 

表 3. 操作変数と共変量に用いた市区町村のデータ要約 (n=1,695) 

 25 パーセンタイル 中央値 75 パーセンタイル 

人口* 8.815 25.419 67.197 

65 歳以上人口割合 0.223 0.272 0.322 

65 歳以上粗死亡率† 0.030 0.035 0.039 

単身高齢者世帯割合 0.074 0.096 0.130 

高齢夫婦世帯割合 0.096 0.118 0.148 

1 人当たり年間所得‡ 24.728 26.770 29.821 

病院病床数§ 0.010 0.037 0.062 

診療所数⁑ 1.906 2.527 3.226 

在宅療養支援診療所数⁑ 0 0.267 0.519 

訪問看護ステーション数⁑ 0 0.132 0.229 

介護施設定員数§ 0.021 0.030 0.040 

訪問介護員常勤換算数§, ‖ 0.015 0.026 0.039 

*単位 1,000 人 
  

† 65 歳以上死者数を 65 歳以上人口で割って算出 

‡10 万円あたり 

§ 65 歳以上人口あたり 
  

⁑ 65 歳以上人口 1,000 人あたり 
 

‖訪問介護専従者数と兼務者常勤換算数、非常勤者の常勤換算数の和として算出 
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添付資料 

資料１  介護給付費実態調査 受給者台帳 定義書 

資料 2 介護給付費実態調査 集計情報 定義書 
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 資料 1 介護給付費実態調査 受給者台帳 定義書 

 

No 日本語名 備考 

1 都道府県番号     統計対象連合会の都道府県番号 

2 統計対象審査年月     統計対象審査年月 

3 
異動年月日     

受給者の資格を取得または変更等が生じた年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)） 

4 訂正年月日     被保険者証に記載された保険者番号 

5 異動区分コード   異動区分コード 

6 異動事由     被保険者証に記載された保険者番号 

7 証記載保険者番号     被保険者証記載の保険者番号 

8 被保険者番号     被保険者番号 

9 生年月日     生年月日（西暦年月日（YYYYMMDD）） 

10 性別コード     性別 

11 資格取得年月日     資格取得年月日（西暦年月日（YYYYMMDD）） 

12 資格喪失年月日   資格喪失年月日（西暦年月日（YYYYMMDD）） 

13 
公費負担者番号   

福祉事務所番号。福祉事務所からの異動情報提出時

のみ設定する 

14 
広域連合（政令市）保険者番号 

受給者が広域連合又は政令市の市町村（行政区）に属

する場合にのみ広域連合又は政令市の保険者番号 

15 申請種別コード   申請種別 

16 変更申請中区分コード   変更申請中区分コード 

17 
申請年月日     

要介護状態区分の変更を申請した年月日（西暦年月

日（YYYYMMDD）） 

18 みなし要介護区分コード   みなし要介護区分コード 

19 要介護状態区分コード   要介護状態区分コード 

20 
認定有効期間（開始年月日） 

認 定 有 効 期 間 の 開 始 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

（YYYYMMDD）） 

21 
認定有効期間（終了年月日） 

認 定 有 効 期 間 の 終 了 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

（YYYYMMDD）） 

22 年齢     年齢 
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資料 2 介護給付費実態調査 集計情報 定義書 

 

No 日本語名 備考 

1 都道府県番号     統計対象連合会の都道府県番号 

2 
統計対象審査年

月 
    統計対象審査年月 

3 入力識別番号     入力元の交換情報識別番号 

5 
給付実績情報作成区分コー

ド 
  給付実績情報の作成区分コード 

6 証記載保険者番号   被保険者証に記載された保険者番号 

7 被保険者番号     被保険者番号 

8 
サービス提供年

月 
    サービス提供年月（西暦年月（YYYYMM）） 

9 
給付実績区分コ

ード 
    給付実績の区分コード 

10 被保険者年齢   
「入力識別番号」「証記載保険者番号」「被保険者

番号」「サービス提供年月」をキーとし、基本情報

と照合させ値を設定する 

11 被保険者性別コード   

12 要介護状態区分コード   

13 事業所番号     サービス事業所等の事業所番号 

14 
法人等種別コー

ド 
    

「事業所番号」「サービス種類」をキーとし、事業

所台帳マスタの履歴情報から該当サービス提供月

の情報を設定する。※施設区分コード、人員配置区

分コードが複数種類あった場合は、「指定番号」の

一番若いレコード情報を設定する 

15 

指定／基準該当

等事業所区分コ

ード 

    

「事業所番号」「サービス種類」をキーとし、事業

所台帳マスタの履歴情報から該当サービス提供月

の情報を設定する。※施設区分コード、人員配置区

分コードが複数種類あった場合は、「指定番号」の

一番若いレコード情報を設定する 

16 
施
設
等
区
分 

サービス種類コー

ド 

17 
施設等の区分コー

ド 

18 
人員配置区分コー

ド 
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19 地域区分コード   

20 特別地域加算の有無   

21 
サービス種類コ

ード 
    

集計を行うサービス種類コード 

様式ごとの固定値 

22 サービス実日数   該当サービス種類の実日数 

23 限度額管理対象単位数   該当サービス種類の集計限度額管理対象単位数 

24 
保
険 

単位数単

価 
  保険分の単位数単価 

25 
利用者負

担額 
  保険請求分利用者負担額 

26 
公
費
１ 

請求額   公費１分請求額 

27 
本人負担

額 
  公費１分の本人負担額 

28 公費２ 請求額   公費２分請求額 

29 公費２ 
本人負担

額 
  公費２分の本人負担額 

30 
公
費
３ 

請求額   公費３分請求額 

31 
本人負担

額 
  公費３分の本人負担額 

32 
保険分出来高医療費利用者

負担額 
  

保険分出来高医療費 出来高医療費利用者負担額

を設定 

33 
公費１分出来高医療費利用

者負担額 
  

公費１分出来高医療費 出来高医療費本人負担額

を設定 

34 
公費２分出来高医療費利用

者負担額 
  

公費２分出来高医療費 出来高医療費本人負担額

を設定 

35 
公費３分出来高医療費利用

者負担額 
  

公費３分出来高医療費 出来高医療費本人負担額

を設定 

36 
決
定
後 

短期入所

実日数 
  入所期間の実入所日数 

37 
単位数合

計 
  サービス単位数の合計 

38 
保険請求

分請求額 
  保険分請求額 

39 
公
費
１ 

単位数

合計 
公費１分のサービス単位数 
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40 請求額 公費１分請求額 

41 公費２ 
単位数

合計 
公費２分のサービス単位数 

42 
決
定
後 

公費２ 請求額 公費２分請求額 

43 
公
費
３ 

単位数

合計 
公費３分のサービス単位数 

44 請求額 公費３分請求額 

45 

保
険
分 

出
来
高 

医
療
費 

単 位

数・点

数合計 

決定後 保険分出来高医療費 単位数・点数合計を

設定 

46 請求額 決定後 保険分出来高医療費 請求額を設定 

47 

公
費
１
分 

出
来
高 

医
療
費 

単 位

数・点

数合計 

決定後 公費１出来高医療費 単位数・点数合計を

設定 

48 請求額 決定後 公費１出来高医療費 請求額を設定 

49 

公
費
２
分 

出
来
高 

医
療
費 

単 位

数・点

数合計 

決定後 公費２出来高医療費 単位数・点数合計を

設定 

50 請求額 決定後 公費２出来高医療費 請求額を設定 

51 

公
費
３
分 

出
来
高 

医
療
費 

単 位

数・点

数合計 

決定後 公費３出来高医療費 単位数・点数合計を

設定 

52 請求額 決定後 公費３出来高医療費 請求額を設定 

53 
決定後サービス単

位数最大値 

「決定後 単位数合計」 

「決定後 公費１単位数合計」 

「決定後 公費２単位数合計」 

「決定後 公費３単位数合計」のうち最大値を設定 

54 

決
定
後 

決定後出来高医療

費単位数最大値 

「決定後 保険分出来高医療費単位数・点数合計」 

「決定後 公費１分出来高医療費単位数・点数合

計」 

「決定後 公費２分出来高医療費単位数・点数合

計」 

「決定後 公費３分出来高医療費単位数・点数合

計」のうち最大値を設定 
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55 
集計用サービス

実日数 
    

サービス種類コードが 11～17,31,34,71,72,73,61～

67,74,75 の場合 

→「サービス実日数」を設定 

サービス種類コードが 21～26,38,39 かつサービス

提供年月 2001 年 12 月以前 

→「サービス実日数」を設定 

サービス種類コードが 21,22,23 かつサービス提供

年月 2001 年 12 月以前 

→「決定後 短期入所実日数」を設定 

サービス種別コードが 32,33,35,36,37,51,52,53,54 の

場合 

→給付実績ー基本情報の 24「入所(院)実日数」を設

定 

56 保険給付率     
保険分給付率 

給付実績基本情報ファイルから取得する。 

57 公費１給付率   
公費１分給付率 

給付実績基本情報ファイルから取得する。 

58 公費２給付率   
公費２分給付率 

給付実績基本情報ファイルから取得する。 

59 公費３給付率   
公費３分給付率 

給付実績基本情報ファイルから取得する。 

60 当月入所区分コード   
基本情報 22「入所(院)年月日」の年月＝集計情報 7

「サービス提供年月」の場合 "1"を設定 

61 在所・退所区分コード   

基本情報 22「入所(院)年月日」が NOT NULL かつ、

23「退所(院)年月日」が NOT NULL の場合は"2"、

その他は"1" 

62 在所日数     
「在所・対処区分」が"1"のとき、サービス提供年月

の翌月１日－基本情報「入所(院)年月日」 

63 食事費用情報 
標準負担

額（月額） 
  

標準負担額（月額） 

給付実績食事費用情報ファイルから取得する。 

64 

食
事
費
用
情
報 

公費１食

事提供費

請求額 

  
公費１食事提供費請求額 

給付実績食事費用情報ファイルから取得する。 

65 

公費２食

事提供費

請求額 

  
公費２食事提供費請求額 

給付実績食事費用情報ファイルから取得する。 
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66 

公費３食

事提供費

請求額 

  
公費３食事提供費請求額 

給付実績食事費用情報ファイルから取得する。 

67 

決定後食

事提供費

請求額 

  
決定後 食事提供費請求額 

給付実績食事費用情報ファイルから取得する。 

68 再審査回数     再審査の回数 

69 過誤回数     過誤の回数 

70 審査年月     審査年月（西暦年月（YYYYMM）） 

 

 

 


